
障害児施策の方向性と
子どもの育ち

2023年7月19日（水）

中村尚子

（特定非営利活動法人 発達保障研究センター理事長）

令和５年度大阪府障がい児等療育支援事業全体研修

1



障害児通所支援制度の特徴

利用契約 利用者（保護者）と事業所の利用契約

利用する事業やその頻度は役所で出された支給量の範囲

個別給付 利用した分の公費が個人に

実際は事業ごとに決められた費用の１割が自己負担

例 月額払い 4,600円の上限など軽減措置

日額報酬制（出来高払い） 支援を提供した分（利用した分の一部）を請求
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支援の提供と費用
（公費）の関係



障害児通所支援10年あまりのあゆみ
年 月 主な出来事 備 考

2008年3月～7月 障害児支援の見直しに関する検討会
障害種別通園施設一元化など通所・入
所施設の再編

2010～12年 児童福祉法改正10年、同施行12年 障害児通所支援制度開始

2014年1月～7月 障害児支援の在り方に関する検討会 ｢縦横連携｣「後方支援｣など

この間の報酬改定 2015, 2018，2021

2021年10月 障害児通所支援の在り方に関する検討会報告 児童発達支援センターの機能など

こども施策の新たな推進体制に関する基本方針 こども家庭庁設置方針

2022年3月～6月 児童福祉法改正案準備、こども家庭庁設置法案
こども基本法案など

2022年8月～3月 障害児通所支援に関する検討会開始 改正法の具体化のための検討会

2023年4月 こども家庭庁出発、こども基本法施行

2024年4月 改正児童福祉法施行／報酬改定
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2021(R3)年
度放課後等
デイサービス
報酬改定
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子育て世帯に対する
包括的支援

ここに児発センター



児童福祉法改正
障害児通所支援にかかわって

○児童発達支援センターの役割や機能を明記した

○医療型児童発達支援に関わる記述を削除し、児童発達

支援に統合した

○児童発達支援の定義 適応訓練→適応のための支援
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9

医療型は増えなかっ
た。一元化後も引き
続き機能維持



障害児通所支援検討会の報告

基本的な考え方（部分）

支援に当たっては、子どもが保護者や社会の支えを受けながら自立した個人として自己を確立していく
｢主体｣として尊重されることが求められる

報告の柱

１ 児童発達支援センターを中心とした地域の障害児通所支援の体制整備

２ 児童発達支援事業・放課後等デイサービスについて

３ インクルージョンの推進について

４ 障害児通所支援の給付決定等

５ 障害児通所支援の質の向上
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子どもの権利保
障の視点

児童発達支援
センターの機能

総合的支援と特
定領域の支援
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習い事的な支援
の扱い

支援時間の長短
に言及

保育所等訪問支
援は人員や報酬
が変わるようだ



改正児童福祉法の条文の
児童発達支援センター（43条）

地域の障害児の健全な発達において中核的な役割を担う
機関として、障害児を日々保護者の下から通わせて、高度
の専門的な知識及び技術を必要とする児童発達支援を提
供し、あわせて障害児の家族、指定障害児通所支援事業
者その他の関係者に対し、相談、専門的な助言その他の
必要な援助を行うことを目的とする施設
改正前

日常生活における基本的動作の指導、独立自活に必要な知識技能の付与又は集団生活への
適応のための訓練
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児童発達支援センターの中核機能

①幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能

②地域の障害児通所支援事業所に対するスーパーバイ

ズ・コンサルテーション機能

③地域のインクルージョン推進の中核としての機能

④地域の障害児の発達支援の入口としての相談機能

保育所等訪問支援と障害児相談支援は必置

センター機能の地域格差の現実も
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児童発達支援センター
職員配置の改善が必須

期待される役割・機能の発揮が促される構造（指定基準・報酬告示）には必ずしもなっていない
（報告書）

高度な専門性を発揮する職員、家族支援機能

高度な専門性がなにをさすか（どう考えるか）／家族支援も同様の課題

スーパーバイズ・コンサルテーション

｢地域の事業所｣・・・児童発達支援事業、放課後等デイサービス

アセスメントや個別支援計画の作成、具体的支援方法等に関する専門的な助言を行う

（報告書）

通常の子ども集団の場所に出向く保育所等訪問支援とは異なる？

通園機能の軽視や集団活動の困難を招くことにならないよう現場の意見を届けたい
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＜スーパーバイズ・コンサルテーション等についての報告書の記述＞

人材＝専門性やアセスメントの技術はもとより、相手方に訪問して助言・援助等を行うというスーパーバイ
ズ・コンサルテーションそのものの技術を持つことが重要。研修や実施体制を整備する必要がある。

一定の児童発達支援業務等の経験年数（例えば５年）や一定の研修を受けること等を設定することも重要

地域の個別事業所への訪問・相談のほか、事業所に対する研修の実施や事例検討会の開催なども考えら
れる。児童発達支援センターが、まずは地域の事業所との関係を構築し、地域の障害児支援のプラット
フォームとして機能することが重要

＜職員配置＞

保育士、児童指導員のほかに、作業療法士、理学療法士、言語聴覚士、公認心理師等、ソーシャルワー
カー（社会福祉士等）、看護職員（看護師等）、栄養士等を配置することを基本とする方向で検討すべき。

質の担保を前提としつつ、持続可能な事業所運営も考慮しながら、柔軟な対応が可能となるよう、配置の仕
方（基準・加算、常勤・非常勤、外部との連携、専従・兼務等）について検討

＜当面＞

４つの機能と保育所等訪問支援事業・障害児相談支援＝中核拠点型児童発達支援センター
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児童発達支援･放課後等デイサービス
発達支援の類型に言及

総合的な支援＝本人支援・移行支援・家族支援・地域支援←これが基本

本人支援＝「健康・生活」、「運動・感覚」、「認知・行動」、「言語・コミュニケーション」、

「人間関係・社会性」の5領域（児童発達支援ガイドライン）
特定の領域に対する重点的な支援（特定プログラム）＝子どもの状態に合わせた特定の領域

に対する専門的な支援（理学療法、作業療法、言語療法等）を重点的に行う

これらが｢ガイドライン｣に書き込まれる、また個別支援計画策定マニュアルに反映される方向

｢等｣の範囲、専門職の定義、支援時間といったことと報酬の関係。

事業指定の段階で区別されるのか

子どもと障害をどう見るのかに影響することに留意したい
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児童発達支援･放課後等デイサービス
主な報告書の記述

【特定の領域に対する支援】

特定の領域に対する重点的な支援については、こどものアセスメントを踏まえて、相談支援事業所による

障害児相談支援利用計画や児童発達支援事業所の個別支援計画に位置付けて実施するなど、その必要

性を丁寧に判断し計画的に実施されるようにすることが必要である。

【ピアノや絵画等のみの指導】

ピアノや絵画等の支援は、将来の生活を豊かにすることにもつながり、こどものウェルビーイングを高める

という点において意味があるとも考えられるが、これらのみを提供する支援は、公費により負担する児童

発達支援として相応しくないと考えられる。

事業所の活動プログラムや個別支援計画で「5領域とのつながり」を明確にして提供することは可能
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支給決定について

支給決定は市町村が子どもや保護者の状況を踏まえて発達支援の必要性と支給量を判断

介助の有無や行動上の課題のみならず、個々の障害児に特に必要とされる発達支援の内容
等について十分に把握することができる指標を新たに設けていく方向

この方向への疑問（中村）

支給決定とは本来、発達支援を開始することに重点を置いた自治体の措置

その後の支援内容に活用することや加算と連動するということを、自治体の窓口が判断しては
いけない。

「気づきの支援が重要」と述べていることとも矛盾する。

支援開始の間口は可能な限り広くして、発達支援をしていくなかでどんな支援が必要かが明ら
かになっていく。
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児童発達支援・放課後等デイサービスに
こんな論点を （添付の資料もお読みください）

【1】個別給付、個別支援を基調とする制度の下で、子どもとしての生活の視点に立ちづらくなってっ
ていないか。例えば、３歳の子ども、集団参加がいまはできなくてもその芽を見る保育・療育

報酬制ではなく、通所支援という支援をしていること全体を保障する財政支援を

※報酬制は費用負担とも連動していることに注意

【2】保育･療育、子どもの活動を中心にした児童発達支援や放課後デイの専門性の議論を
※障害特性に目を向ける議論、障害特性を数値化するアセスメントに偏重してはいないか

【3】子どもが生きていること、生活の力に目を向けて 子どものねがいと保護者のねがいと専門性

※保育活動が途切れることになる｢療育」

学校が終わってからも訓練的な活動をする放課後のあり方
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